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ース事件判決(最小三判昭 53･3･14判例時報 880号 3頁)において、否定的に解されている。 
主婦連ジュース事件の事実の概要は、以下の通りである。公正取引委員会(被告･被上告人)は、社
団法人日本果汁協会ほか 3 名の果実飲料等の表示に関する公正競争規約(以下、本件規約)の申請を
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Ⅰ 日本における消費者運動の展開と権利の発展 
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 1962年 3月 15日、ケネディ大統領によって、｢消費者の利益保護に関する特別教書｣が議会に提
出された。｢定義からすれば、我々すべてが消費者である。経済において最も大きな経済的グループ
であるが、公・私を問わずほとんどすべての経済的決定によって影響を及ばされている。経済にお
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(International Organization of Consumers Unions：IOCU、1995年に Consumers International：
CIと改称)の歴史は、そのまま国際消費者運動の歴史であるといえる126。 
国際消費者機構は、消費者の権利として、ケネディ大統領が掲げた 4 つの基本的な消費者の権利
に、新たな 4 つの権利を加えている。この｢消費者の 8 つの権利｣が、最初に国際的に受け入れられ
たのは、1980 年にクエゾンシティーで開催された ASEAN の消費者セミナーであった。そして、
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年には CSD が国連ガイドラインの改正を行い、持続的な消費パターン(sustainable consumption 
pattern)を規定するよう勧告し、その改正作業における NGO の参加を促している136。 それを受







                                                   
132 食糧や水、薬品など消費者の健康に関わる基本的分野。 
133 全国消費者団体連絡会編『これからの消費者の権利』(生活ジャーナル、1987年)23-33頁。 
134 国連事務局監修、環境庁･外務省監訳『アジェンダ 21』(海外環境協力センター、1993年)2頁。 
135 同上書 22-23頁。 
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費に関する広域専門グループ会議｣ (Interregional Expert Group Meeting On Consumer 
Protection And Sustainable Consumption)が ECOSO の求めに応じて開催された。同年 7月には、
ECOSO によって、政府参加とNGO の協力、CSD による政府間協議が求められ、それを踏まえて
1999年7月に消費者保護ガイドラインの改正案が国連総会に提出された。まず、第2委員会(General 
Assembly、Second Committee)で、説明と採択の推薦がなされ、1999年 12月に、第 54会期国連
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第 4章 消費者基本法における消費者の権利の尊重 
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とされ、結果として、消費者基本法 2 条 1 項にその内容が余すところなく定められた184。そこで、
それらの権利が、憲法上、どのような権利として位置づけられるのかについて考察する。 
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消極的方法には、不当景品類及び不当表示防止法 4条、食品衛生法 12条、薬事法 66条等にみられ
る表示規制があり、積極的方法には、食品衛生法 11条等の安全行政に関わる諸法、農林物資の規格
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主張と行動(Action and involvement)｣、③｢社会的関心(Social responsibility)｣、④｢環境への自覚(Ecological responsibility)｣、
⑤｢連帯(Solidarity)｣があげられている(国民生活センター編『消費者運動五〇年』(ドメス出版、1996年)205頁)。 
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22 条及び 29 条の受け手の権利として捉えると、普遍的性格を有している消費者の権利が自由権と
してのみ構成されてしまう危険性がある。営業の自由を基準にした場合には、｢公共の福祉｣の内容
が多種多様になり、消費者の権利を統一的な概念として捉えることが困難となる。加えて、営業の
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(3)  製造物責任法による事後救済 
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使用し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない」ことが規定されている(同法 10条)。  
 
(2) 食品衛生法関連の裁判例における憲法上の根拠規定 




職務怠慢を理由に、国家賠償法 1条 1項に基づき、損害賠償を請求した事件である。 


























































2 食品における安全への権利――生命権(憲法 13条)と健康権(憲法 25条) 
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づき」行われなければならないことが規定されている(消費者安全法 3 条 1 項)。また、国及び地方
公共団体が、消費者安全の確保に関する施策を推進する際には、「消費生活について専門的な知識及
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たはその状態と規定されている(同法 3条 14項)。 
リスク分析方法論は、3 段階に分かれる。まず、リスク評価段階で、科学者が製品や技術に関す
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協定 5.1 条)。このことから、WTO 体制における食品安全分野は、差別を除くことを意図していた
体制から、貿易に対する障壁を除くための制度へと移行したと指摘されている60。 
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を可能にする67。よって、5.7 条は、5.1 条に関係する権利であり68、SPS 措置はリスク評価に基づ
くと定める 5.1 条に基づく義務からの条件つきの免除69、十分に科学的な証拠なしに SPS 措置を維
持できないと定める 2.2条に基づく義務からの条件つきの免除であると解されている70。 
従って、SPS協定 2.2条と 5.1条及び 5.7条の適用可能性は、科学的証拠の十分性に左右される。
SPS 協定措置と科学的証拠との間に十分な(sufficient)または適した(adequate)関係を要求すること
から71、5.7条が適用されるのは、関係する科学的証拠が、SPS協定 Annex Aに定められているよ
うなリスク評価を行うのに十分でなく、WTO 加盟国が 5.1 条に定められるリスク評価に「基づく」
場合となる。国際基準と一致しないすべての SPS 措置は、5.1 条の意味内でのリスク評価に基づか
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4 EU食品安全分野の予防原則と WTO/SPS協定 5.7条との相違 
 EU 食品分野における予防原則と WTO/SPS 協定 5.7 条には、一定の収束が見られ、類似性が確
認できる。しかし、科学的証拠の「不確実性」(一般食品法 7 条)と「不十分性」(SPS 協定 5.7 条)、
リスク評価以外の他の要素への対応については相違があり、その背景には、科学の役割や位置づけ
が関係する。そこで、以下では、両者の相違を通して、EU と WTO/SPS 協定における科学の役割
や位置づけについて明らかにする。 
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法には類似性が見られる178。また、EU 食品安全措置と WTO 規制枠組みとの不一致は、貿易、健
康、環境問題に対する密接で多角的な国際的ルールに取り組む動機となっており179、科学者の高度
な専門知識と「社会の希望や要望」の間の均衡を追求する機会となっている180。 
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(2) EU食品安全分野における EUと加盟国の関係 
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の EC 規則 764/200847が採択されている。加盟国が制限的な措置を講じる際の手続的な要求として、
証拠負担に重点が置かれている。 
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的発展について同等のレベルにあり、適合性評価に関して共存できるアプローチを有している第三
国の政府との間に締結される。EU 条約 133条を根拠に、相互承認協定(MRAs)を締結することによ
って、国際貿易を促進する49。日本との間にも、2001 年 4月 4日に署名された「日・欧州共同体相
互承認協定(相互承認に関する日本国と欧州共同体との間の協定)50」を発効させるための公文の交換







                                                   
44 Ibid., p. 3. 
45 Council of the European Union, Council Resolution of 28 October 1999 on mutual recognition, OJ 2000, C 141/5. 
46 European Commission, Commission interpretative communication on facilitating the access of products to the markets 
of other Member States: the practical application of mutual recognition, OJ 2003, C265/2. 
47 Reg. 764/2008 of the European Parliament and of the Council of 9 July 2008 laying down procedures relating to the 
application of certain national technical rules to products lawfully marketed in another Member State and repealing 
Decision No 3052/95/EC, OJ 2008, L 218/21. 
48 European Commission, Guide to the implementation of directives based on the New Approach and the Global 








(http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/europe/eu/data/mra_agreement.pdf, 2014-5-6)。英文「Agreement on Mutual 
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② TFEU114条 5項 
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TFEU 114 条の 4、5 項を援用する可能性は排除されないが105、動物と人の健康保護を目的とした
ハーモナイゼーション措置がある場合には、TFEU 36条の援用は正当化されないからである106。ま










TFEU114 条 4 項により、理事会や委員会によってハーモナイゼーション措置が実施された後に、
加盟国が TFEU 36 条に基づいて国内措置を維持する場合には、当該措置と維持する根拠を委員会
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加盟国が TFEU114 条 4 項に基づいて現行の国家措置の維持を主張していたら、決定は違っていた
かもしれないと指摘する。また、加盟国の免除の可能性は、加盟国によって提出される科学的証拠
だけではなく、EU によるハーモナイゼーション措置の根拠であるリスク評価にも関連すると述べ
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原則を援用して当該抗生物質の使用許可を取り消したことが問題となった。欧州食品安全機関の前
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Health Systems, OJ 2006 C146/01, Annex. 
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2008-2013, COM (2007) 630 final. 
114 Ibid., pp. 3-4. 
115 Ibid., pp. 8-9. 
116 Ministry of Health and Social Policy of Spain 2010, moving forward equity in health: Monitoring Social 
Determinants of Health and the Reduction of Health Inequalities, 2010, p. 17. 
117 Council of the European Union, Council Conclusions on Common values and principles in European Union 
Health Systems, OJ 2006 C146/01, Annex. 
118 Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, the European Economic and 
Social Committee and the Committee of the Regions: Solidarity in Health: Reducing health inequalities in the EU, 
COM (2009) 567 final. 
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Office for Official Publications of the European Communities, 2001.)。See also, Id., Late lessons from early 
warnings: science, precaution, innovation, Publications Office of the European Union, 2013. 
121 文部科学省「第 4 期科学技術基本計画」 
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2013-6-10)7 頁。 







EU 食品安全分野と WTO/SPS 協定における科学の役割の相違を明らかにし、予防原則におけ
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第Ⅳ部 日本及び EUの食品安全分野における科学の役割 
 
はじめに 




















EU の食品安全分野においては、BSE 危機をきっかけに、2002 年の一般食品法において、
リスク分析が導入された。また、科学的情報が不十分、結論が出ていない、不確実であるよう
な場合に、環境あるいは人間、動物または植物の健康が潜在的に危険であり、選択された保護
                                                     
1 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部食品安全情報(化学物質)No. 14/ 2012 
(http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/foodinfonews/2012/foodinfo201214c.pdf, 2014-5-5)1 頁。See, Codex 
Alimentarius Commission, Report of Joint FAO/WHO Food Standards Programme Codex Alimentarius 
Commission Thirty-fifth Session FAO Headquarters, 2-7 July 2012, Rome, Italy, REP12/CAC. 
2 同上書 4 頁。 
3 同上書 1 頁。 
4 牧野竹男「EU の SPS・TBT 措置について」農林水産省研究所行政対応特別研究[主要国横断]研究資料 4 号 20 頁。 
5 厚生労働省・農林水産省「『第 50 回 コーデックス連絡協議会』の概要について」 
(http://www.maff.go.jp/j/syouan/kijun/codex/pdf/50th_summary.pdf, 2014-5-5) 
6 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部食品安全情報 No. 8 / 2009 
(http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/foodinfonews/2009/foodinfo200908.pdf, 2014-5-5) 25-26 頁。 
7 Codex Alimentarius : statement by the EU on ractopamine 
(http://ec.europa.eu/food/fs/ifsi/eupositions/cac/cac_index_en.html, 2014-5-10) 
8 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部食品安全情報(化学物質)No. 14/ 2012・前掲注(1)4 頁。 
9 See, Council of the European Union, Council Conclusions on the Follow up to the adoption of a standard setting 
maximum residue levels (MRLs) on ractopamine by the Codex Alimentarius Commission at its 35th session, 
14558/12. 





日本においても、2003 年 5 月に、食品安全基本法によって、食品安全分野における新たな
規制アプローチとして、リスク分析方法論が導入されている(食品安全基本法 5 条)。EU の一
般食品法を参考にして、「すべての食品法に適用される食品安全対策の原則を示す包括的な食品
法」として構想された11。「人の健康を損なうおそれ」がある場合には、「販売し、または販売
























者基本法 1 条)、消費者の安全の確保が、消費者の権利のひとつとして尊重されている(同法 2
条)。 
また、消費者安全法では、「消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保するた
                                                     
10 Commission of the European Communities, Communication from the Commission on the precautionary 
principle, COM (2000) 1, p. 10. 
11 新山陽子「食品法と食品安全行政―農場から食卓まで/リスクアナリシス―」梶井功編代『日本農業年報 49 食品安
全基本法への視座と論点』(農林統計協会、2003 年)14 頁。 
12 大石眞「『安全』をめぐる憲法理論上の諸問題」公法研究 69 号 39-40 頁。 




ができる社会の実現に寄与すること」が定められている(消費者安全法 1 条) 。「消費者」を商
業、工業、金融業その他の事業を行う場合を除く個人と定義し (同法 2 条 1 項)、「消費者安全
の確保」を、「消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保すること」として定め
ている(同法 2 条 3 項)。さらに、「消費安全性」については、「商品13等又は役務の特性、それ
らの通常予見される使用等の形態その他の商品等又は役務に係る事情を考慮して、それらの消
費者による使用等が行われる時においてそれらの通常有すべき安全性」として定義されている






















しており (同法 2 条)、「食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の
                                                     
13 「商品」には、製造物責任法 2 条 1 項に規定する「製造物」だけでなく、未加工の動産や不動産が含まれる(消費者
庁消費者安全課「消費者安全法の解釈に関する考え方」(http://www.caa.go.jp/safety/pdf/090901safety_7.pdf, 
2014-5-5)9 頁)。 




した上で、社会通念に従って判断すべきものである」と述べられている(同上書 5 頁)。 
16 同上書 6-7 頁。 
17 同上書 8 頁。 






















ない」ことが規定されている(同法 10 条)。  
 
(2) 食品衛生法関連の裁判例における憲法上の根拠規定 
 食品衛生法関連の裁判例における食品衛生法の憲法上の根拠規定には、大きく 3 つの解釈が
存在する。13 条・25 条との併用説、25 条説、人格権説である。 
13条と 25条の併用説は、カネミ油症事件において主張された。食用油製造工程において PCB
を主成分とする熱媒体が混入した食用油を摂取したことにより生じた被害について、厚生労働
大臣の職務怠慢を理由に、国家賠償法 1 条 1 項に基づき、損害賠償を請求した事件である。 
カネミ油症事件小倉支部第一審判決(福岡地小倉支判昭 53・3・10 判例時報 881 号 17 頁)で





されている(食品衛生法 6 条 1 号)。 
21 「ただし、人の健康を損なうおそれがない場合として厚生労働大臣が定める場合においては、この限りでない」と




品衛生法施行規則 1 条)。 
22 「天然香料及び一般に食品として飲食に供されている物であつて添加物として使用されるものは除く」と規定され
ている(食品衛生法 10 条)。 




































原審(食品残留農薬基準の設定告示処分取消等請求事件(東京地判平 9・4・23 判例時報 1651
号 39 頁))では、「健康権なるものは、……その内容が抽象的であり、一定の具体的な意味内容
を確定することが困難であって、これを独立した具体的な権利ということができるかは疑問で











高判平 15・5・21 判例時報 1835 号 77 頁)がある。腸管出血性大腸菌Ｏ-157 に起因する学童ら
の集団食中毒につき、厚生大臣の最終報告により生じた損害について、国家賠償法１条に基づ












 この点につき、食品衛生法関連の裁判例では、2 つの考え方が示されている。 
チクロについて、食品添加物の指定を取消した厚生大臣の措置によって、食品添加物の取扱
業者が損失について、国家賠償法 1 条に基づき、憲法 29 条 3 項に基づく損失補償として請求





倉支判昭 60・2・13 判例時報 1144 号 18 頁)においても、「食品工業の利潤を追求する権利以上
に尊重されるべき国民の基本的権利たる生命、身体、健康の安全」として論じられている。 




































                                                     
23 平松毅｢塩専売法、酒税法及び特石法と職業の自由｣関西学院大学法と政治 43 号 288-291 頁。 
24 長谷部恭男「憲法学から見た規制と消費者保護」ジュリスト 1139 号 19 頁。 
25 竹中勲「自己加害防止原則・パターナリズムと『公共の福祉』」『憲法上の自己決定権』(成文堂、2010 年) (初出：「憲
法学とパターナリズム・自己加害防止原理」佐藤幸治先生還暦記念『現代立憲主義と司法権』(青林書院、1998 年))94
頁。 
26 同上書 104 頁注 23。 
27 岸井大太郎「社会的規制と消費者」『岩波講座 現代の法 13 消費生活と法』(岩波書店、1997 年)33 頁。 
28 嶋崎健太郎「憲法における生命権の再検討――統合的生命権に向けて――」法學新報 108 巻 3 号 53 頁。 
29 松井茂記『日本国憲法〈第 3 版〉』(有斐閣、2007 年)507-508 頁 
30 嶋崎・前掲注(28)53 頁。 
31 種谷春洋「『生命・自由・幸福追求』の権利(二)」岡山大学法経学会雑誌 15 巻 1 号 91 頁。 










から、「憲法 25 条 1 項の生存権条項に関して法の欠缼ないし具体的規定の不備などは、憲法 13
条の幸福追求権の条項が補充・補完の立場」にあると主張する。13 条が 25 条の解釈規準とし
て、生存権に最低限度の健康が求めることは、「身心や社会的の健康があってこそ、その展開と























                                                     
32 戸波江二「幸福追求権の構造」公法研究 58 号 25-26 頁注 53。 
33 奥貴雄「憲法第 25 条における健康(一)」法学研究(大阪学院大学)9 巻 2 号 19 頁。 
34 釜田泰介「包括的基本権」佐藤幸治編著『憲法Ⅱ 基本的人権』(成文堂、1988 年) 98 頁。 
35 種谷・前掲注(31)99-100 頁。 











が求められる(同法 11 条)。 
消費者安全の確保に関する施策の推進においては、基本理念として、「専門的知見に基づき必
要とされる措置の迅速かつ効率的な実施により、消費者事故等の発生及び消費者事故等による
被害の拡大を防止」し(消費者安全法 3 条 1 項)、「事業者による適正な事業活動の確保に配慮し
つつ、消費者の需要の高度化及び多様化その他の社会経済情勢の変化に適確に対応し、消費者
の利便の増進に寄与すること」が定められている(同法 3 条 2 項)。この基本理念に従って、「国
及び地方公共団体は、……消費者安全の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施する」
ことになる(同法 4 条 1 項)。消費者安全の確保に関する施策を推進する際には、「消費生活につ
いて専門的な知識及び経験を有する者の能力を活用するよう努め」(同法 4 条 2 項)、「消費者事
故等に関する情報の開示、消費者の意見を反映させるために必要な措置その他の措置を講ずる









総合的に策定し、及び実施する責務を有する」ことが定められている(同法 6 条)。 







                                                     
36 嶋崎・前掲注(28)55-56 頁。 
























高判昭 59・3・16 判例時報 1109 号 44 頁)、ベビーフード放射線照射事件第一審判決(名古屋地
豊橋支判昭 59・6・6 判例タイムズ 534 号 267 頁)、カネミ油症損害賠償請求事件小倉第三陣訴
訟第一審判決福岡地小倉支判昭 60・2・13 判例時報 1144 号 18 頁)、水俣病関西訴訟控訴審判
決(大阪高判平 13・4・27 判例時報 1761 号 3 頁)、水俣病関西訴訟上告審判決(最二小判平 16・














ればならない」と述べている(カネミ油症損害賠償請求事件控訴審判決(福岡高判昭 61・5・15 判例時報 1191 号 28 頁))。 





第三陣訴訟第一審判決福岡地小倉支判昭 60・2・13 判例時報 1144 号 18 頁)においても、同様
の指摘がある。 
















(福岡地小倉支判昭 53・3・10 判例時報 881 号 17 頁))と解するものと、「原則的には、行政庁
の権限不行使は、行使同様、その自由裁量に属し、当、不当の問題にとどまり、違法の問題を
生じない」(カネミ油症損害賠償請求事件小倉第三陣訴訟第一審判決(福岡地小倉支判昭 53・3・




ネミ油症損害賠償請求事件(福岡地小倉支判昭 57・3・29 判例時報 1037 号 14 頁))と解されて
いる。よって、「原則として、行政目的達成のために一般国民に対して負う抽象的行政上の義務









訴審判決(大阪高判平 13・4・27 判例時報 1761 号 3 頁))。 
40 行政庁の自由裁量と解するものとして、カネミ油症事件控訴審判決(福岡高判昭 59・3・16 判例時報 1109 号 44 頁)
がある。 






請求事件(神戸地判昭 54・2・27 判例タイムズ 381 号 101 頁))。カネミ油症損害賠償請求事件






























                                                     
41 市場における経済活動が常に新たな市場領域を開拓し続けるため、その展開先を予測できず、憲法のような基本法
レベルで両者間に境界線を引いても、結局は徒労に終わることが指摘されている(中島徹『財産権の領分』(日本評論社、
2007 年)192 頁)。 
42 同上書 198 頁。 
43 同上書 194 頁。 
44 同上書 195 頁。 
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45 古城誠「公的規制と市場原理」公法研究 60 号 111 頁。 
46 同上書 122 頁。 
47 中島・前掲注(41)195-196 頁。 
48 内閣府国民生活審議会消費者政策部会報告書「21 世紀型消費者政策の在り方について」(2003 年) 
(http://www.consumer.go.jp/seisaku/shingikai/bukai21/hokokusyo.pdf, 2014-5-7)10 頁。 
49 新山陽子「食品由来のリスクにどう向き合うか」農業と経済 68 巻 14 号(2002 年 12 月臨時増刊号)14-18 頁。 
50 奥貴雄「憲法第 25 条における健康(二)」法学研究(大阪学院大学)11 巻 1・2 号 26 頁。 
51 山内敏弘「生存権と福祉国家」『人権・主権・平和――生命権からの憲法的省察』(日本評論社、2003 年)85 頁。 



































                                                     
52 高田敏『社会的法治国の構成』(信山社出版、1993 年)169 頁。 
53 園部逸夫「生活保護基準と司法統制」ジュリスト 298 号 50 頁。 
54 高田・前掲注(52)140 頁。 
55 林健一「行政手続法第 5 条の意義とその発展の方向について―行政庁からの視点を中心に―」法と行政 10 巻 2 号
113-頁。 
56 曽和俊文「行政立法(2) 通達・裁量基準」法学教室 375 号 70 頁。 



































                                                     
57 塩野宏『行政法Ⅰ[第五版補訂版]』(有斐閣、2013 年)101 頁。 
58 同上書 106 頁。 
59 宮田三郎『行政手続法』(信山社出版、1999 年)55-56 頁。 
60 人見剛「申請に対する審査基準」木村弘之亮編『行政法演習Ⅰ〔行政手続法〕』(成文堂、1997 年)40 頁。 
61 平岡久『行政立法と行政基準』(有斐閣、1995 年)258 頁。 
62 同上書 253 頁。 








に基づき」行われなければならないことが規定されている(消費者安全法 3 条 1 項)。また、国
及び地方公共団体が、消費者安全の確保に関する施策を推進する際には、「消費生活について専























                                                     
63 曽和・前掲注(56)70 頁。 




められている(食品安全基本法 11 条)。  
66 委員会が「当該施策の内容からみて食品健康影響評価を行うことが明らかに必要でないとき」(食品安全基本法 11
条 1 項 1 号)に該当すると認める場合、または関係各大臣が「人の健康に悪影響が及ぶことを防止し、又は抑制するた
め緊急を要する場合で、あらかじめ食品健康影響評価を行ういとまがないとき」(同法 11 条 1 項 3 号)に該当すると認
める場合である(同法 24 条 1 項)。 
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著しく変化しており、「2001 年(平成 13 年)9 月の国内初の BSE(牛海綿状脳症)の発生」は、食
品安全行政に対して「様々な見直しを行う直接的なきっかけ」となった67。 























                                                     
67 食品安全委員会「食品安全委員会 10 年の歩み(2013 年(平成 25 年)7 月)」
(http://www.fsc.go.jp/iinkai/iinkai_10nen_ayumi_2507.pdf, 2014-5-5)10 頁。 
68 BSE 問題に関する調査検討委員会「BSE 問題に関する調査検討委員会報告(平成 14 年 4 月 2 日)」
(http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/bse/b_iinkai/pdf/houkoku.pdf, 2014-5-5)。 
69 同上書 26 頁。 
70 同上書 27 頁。 
71 同上書 28 頁。 
72 食品安全行政に関する関係閣僚会議「今後の食品安全行政のあり方について(平成 14 年 6 月 11 日)」
(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/shokuhin/kettei/020611.pdf, 2014-5-5)。 
73 同上書 1 頁。 
74 同上。 
75 食品安全委員会・前掲注(67)10 頁。 
































                                                     
76 コーデックス委員会(Codex Alimentarius Commission)「政府が適用する食品安全に関するリスクアナリシスの作
業原則」(CAC/GL 62-2007)(http://www.maff.go.jp/j/syouan/kijun/codex/standard_list/pdf/cac_gl62.pdf, 2014-5-5)。 
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安全と安心を確保する観点から、消費者保護を第一に予防原則を含むリスク分析の考え方を踏
まえ、関連する法制度を抜本的に見直すとともに、新たな食品安全行政組織の構築に取り組」
むことが示されている268。2003 年の食料・農業・農村政策審議会第 1 回消費・安全分科会で
は、食品安全部企画情報課長が、「科学的因果関係がはっきりしていないという前提ではある
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産省発表)～」(http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo02/saisei/index.html, 2014-5-5)。 
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れている(チクロ使用禁止事件(東京高判昭 53・11・27 判例タイムズ 380 号 94 頁))。 
Ⅳ 日本及び EU の食品安全分野における科学の役割 
281 
 
15・5・21 判例時報 1835 号 77 頁))。また、大阪 O-157 集団食中毒事件名誉毀損訴訟控訴事件


















倉支判昭 60・2・13 判例時報 1144 号 18 頁))ほか、上記のベビーフード放射線照射事件第一審












では足りない」(水俣病関西訴訟第一審判決(大阪地判平 6・7・11 判例時報 1506 号 5 頁))と指
摘されるようになっている。厚生大臣による食品残留農薬基準の改正の取消を求めた食品残留
農薬基準の設定告示処分取消等請求事件(東京地判平 9・4・23 判例時報 1651 号 39 頁)では、
より詳細にこの点について論じられている。「健康に対する不安等に脅かされ、精神的損害を被



















 食品残留農薬基準指定事件は、被告厚生大臣が、1992 年 10 月 24 日、1993 年 3 月 4 日、9
月 14 日に、食品衛生法 7 条 1 項に基づき、食品、添加物等の規格基準の一部を改正する告示(以


































ペルメトリンについて、FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議(Joint Meeting on Pesticide 
Residues : JMPR)が、「マウス又はラットにおいて発がん性がないとして、ADI を設定」して


























の設定告示処分取消等請求事件(東京地判平 9・4・23 判例時報 1651 号 39 頁))。 





















































(1996 年 11 月 5 日)し、「労働省労働基準局長名で、健康障害を防止するための指針を作成し、







































衛生法 6 条)としては、認められないことになる。 
上記の考え方は、貿易に対する障壁を除き、政策決定過程における透明性を確保するために、
リスク評価による合理的な科学的データを必要とする WTO/SPS 協定と類似する。1999 年の
WTO の紛争解決機関における「日本のりんご等農産品に関する輸入検疫」事件の上級委員会274
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より貿易制限的な効果を生じる行為は、科学的な正当化が必要となる(SPS 協定 5.1 条)。 
日本においても、食品安全基本法によって、リスク管理段階で、「国民の食生活の状況その他
の事情を考慮するとともに、……食品健康影響評価が行われたときは、その結果に基づ」くこ
とが求められている(同法 12 条)。EU 食品安全分野では、リスク管理段階で「他の妥当な要素」
を考慮する理由として、科学は多くの将来的な結果を予測し得るが、リスクの受容可能性につ
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 2013 年に欧州環境機関(European Environment Agency：EEA)から公表された予防原則に

















として、食品の安全性の確保が、憲法 13 条と 25 条に関わる問題であり、身体の健康及び安全
が生命の不可侵性とは異なり、「相対的でありうるから、いかなる場合に制約が許されるかとい
う判断とともにその制約の範囲及び程度についての判断が必要」となるとしても308、食品の安
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